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(1) 配付資料の確認・説明及び異動委員の紹介                                       

（配布資料確認） 

・ 座席表 

・ 会議次第 

・ 名簿 

・ 資料1「住宅審議会答申（H22.2）に基づく施策の実施状況」 

・ 資料2「住宅施策に関する新たな動向等について」 

・ 資料3「分譲マンションの適切な維持管理や円滑な建替えに関する施策について」 

 

（異動委員の紹介） 

・ 退任委員 麻生 隆 委員（住宅金融支援機構近畿支店長） 

・ 新任委員 吉村正弘 委員（住宅金融支援機構近畿支店長） 

 

 

(2)局長あいさつ                                                                   

（國松都市整備局企画部長） 

幹事を代表いたしまして、都市整備局長の松山より、本日の審議会の開催にあたりま

して一言ご挨拶をさせていただきます。 

 

（松山都市整備局長） 

おはようございます。都市整備局長の松山でございます。 

本日は、大変お忙しい中、大阪市住宅審議会にお集まりいただき、誠にありがとうご

ざいます。この審議会につきましては、「今後の住宅施策の方向について」の答申をいた

だきますとともに、答申に基づく住宅施策の推進に対しまして、様々な貴重なご意見を

いただいておるところでございます。 

昨今の住宅施策を取り巻く状況を見てみますと、南海トラフ巨大地震等の発生が危惧

される中、地震による新たな被害想定が発表されますとともに、耐震改修促進法が改正

されるなど、密集市街地の防災性の向上でありますとか、住宅等の耐震化が、より一層

急務となってきております。 

また、大阪市内には昭和 30 年代から分譲マンションが供給されておりますことから、

老朽化した分譲マンションの適切な維持管理や円滑な建替を促進することが、これまで

以上に求められている重要な課題となってくるものと考えられております。 

本日は、こうした新たな動きも踏まえまして、答申に基づく住宅施策の実施状況等に

つきましてご報告をさせていただきますとともに、今後の施策展開につきまして様々な

観点からご意見を頂戴したいと考えているところでございます。 

今後とも、住宅政策の新たな推進に向けまして、より一層努力をしてまいります。所

存でございますので、引き続きご指導、ご鞭撻をたまわりますよう、どうぞよろしくお

願い申し上げます。簡単ではございますが、ご挨拶とさせていただきます。どうぞよろ

しくお願い致します。 
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(3)最近の大阪市の住宅施策について                                                 

（國松都市整備局企画部長） 

それでは、これからの議事につきましては、髙田会長に進めていただきたいと存じま

す。よろしくお願いいたします。 

 

（髙田会長） 

みなさん、おはようございます。お忙しい中お集まりいただきましてありがとうござ

います。ただ今より、第８７回大阪市住宅審議会を開催させていただきたいと思います。

本日の議題でございますが、お手元の議事次第にありますように「最近の大阪市の住宅

施策について」というふうになっております。今回は、今の時点でのですね、大阪市の

住宅施策の進捗状況や、住宅施策に関する新たな動向等について大阪市より報告をいた

だきますとともに、特に資料の３というのがございますが、分譲マンションの維持管理

等について、少し時間をとって議論をさせていただければ、というふうに思っておりま

すので、よろしくお願いしたいと思います。それでは、早速ですが、まず資料１につき

まして、事務局より説明をよろしくお願いします。 

 

資料１について 

（中野都市整備局住宅政策課長） 

事務局を担当しております、都市整備局 企画部 住宅政策課長の中野でございます。

私の方から資料１につきまして、ご説明させていただきます。座って失礼します。 

Ａ３横使いの「資料１」でございますが、平成２２年２月にいただきました答申に基

づきまして、現在、本市におきまして取り組んでおります施策について、整理したもの

でございます。これを用いて施策の進捗状況についてご説明をさせていただきます。 

まず、表紙をめくっていただきまして 1 ページに、平成２２年２月の答申の施策体系

をそのまま抜粋して記載しております。ページの上、中央にございますように、「住みた

い、住み続けたい、住まいとまち大阪の実現」を基本目標といたしまして、右側にござ

います（１）から（７）の７つの柱立てのもと、今後取り組むべき主要な施策について、

ご提言をいただいております。 

続きまして、２ページをご覧ください。２ページ目以降は、表の左側の列に、先ほど

ご覧いただきました答申で今後取り組むべきとされた主要な住宅施策を記載しておりま

して、真ん中の列には、その住宅施策に対応する現在の本市の取り組みの状況をお示し

しております。 

また、右側には、「主な取り組み目標（２５年度）」という列を設けておりまして、一

番左側の「今後取り組むべき主要な住宅施策」のうちの、丸１、丸２のレベル、例えば、

２ページ目で申しますと「①建築物の耐震化の促進」といった項目に対しまして、代表

的な取り組みを１つないしは複数を選びまして、平成２５年度の取り組み目標とその進

捗状況を記載しております。 

基本的には、数値目標を設定するよう努めておりますが、中には施策の特性に応じま

して定性的なものとなっている場合もございますので、その点につきましてはあらかじ
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めご理解いただければと存じます。それでは、時間も限られておりますので、早速説明

に入らせていただきます。 

改めまして、資料１の 2 ページ目、左肩にローマ数字のⅡで住宅施策の実施状況と書

かれたページをご覧ください。 

まず、（１）安全・安心な住宅・住環境づくりについてでございますが、①の建築物の

耐震化の促進のうち、「民間住宅の耐震改修の促進」につきましては、名称の右側にかっ

こ書きで資料２の掲載番号が記載しておりまして、のちほど資料２でご説明いたします

ので、ここでは簡単に触れさせていただきます。 

まず、真ん中の列の一つ目の黒四角「耐震診断・改修補助事業」でございますが、木

造の戸建て住宅等を対象に診断費、改修費に対する補助を実施してきており、補助率や

補助限度額の引き上げなど、制度の充実を図ってきております。 

次に、２つ目の黒四角「マンション耐震化緊急支援事業」でございますが、事業名の

右側に「黒四角白抜きで新」と記載しております。これはページの左下に記載しており

ますように平成２２年２月に答申をいただいた以降に新たに実施した施策であることを

示しております。 

この２つ目と、３つ目の黒四角「分譲マンション耐震改修検討費助成制度」につきま

しては、耐震化の施策でもございますが、マンション施策でもございますので、後ほど、

資料３でマンション施策をご議論頂く際に、詳しくご説明させていただきます。 

次に、右側の「主な取り組み目標」といたしましては、「戸建て住宅等の耐震改修工事

費補助戸数」について、平成２５年度２５０戸の補助を目標としておりますが、１０月

末の実績は１０６戸にとどまっておりまして、最終的には２００戸程度となる見込みで

ございます。 

民間住宅の耐震化を促進することにつきましては、それが喫緊の課題となる中、補助

実績は伸び悩んでいることから、今後、耐震改修をより一層促進するための支援策が必

要と考えておりまして、後ほど資料２におきまして、耐震化にかかる現状について、ご

説明をさせていただきます。 

次に、下の②密集住宅市街地等における住環境の整備につきましても、後ほど資料２

でご説明させていただきますが、老朽住宅の自主建て替えを促進いたします「民間老朽

住宅建替支援事業」などの取り組みを積極的に進めますとともに、２３年度から「優先

地区」におきまして、幅員４メートル未満の狭あい道路に面する老朽木造住宅等を除却

する費用の一部を補助する制度を実施しております。取り組み目標といたしましては老

朽住宅の除却戸数を２００戸としておりますが、１０月末時点で２６１戸と、目標をす

でに達成しております。 

１枚めくっていただきまして、3ページをご覧ください。「地域連携による防災性向上

支援事業」といたしまして、狭あい道路の拡幅促進や主要生活道路の不燃化促進などに

取り組みますとともに、避難路沿道区域における建築物の不燃化を促進いたします「都

市防災不燃化促進事業」を実施しております。取り組み目標といたしましては、狭あい

道路等の整備延長を１６００ｍとしております。進捗状況といたしましては、１０月末

時点で８００ｍとなっておりまして、目標達成に向け概ね着実に進捗しているものと考
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えております。 

続きまして、4ページをご覧ください。（２）居住安定確保に向けた取り組みの強化に

ついてご説明をさせていただきます。まず、①高齢者・障害者等の居住安定の確保につ

いてでございますが、本市の福祉部局や大阪府等と連携し、高齢者や障害者等の入居を

拒まない賃貸住宅等の情報を提供いたします「大阪あんしん賃貸支援事業」を１９年度

より実施しております。また、右側の取り組み目標としても掲げておりますが、２３年

の高齢者住まい法の改正を受けまして、「サービス付き高齢者向け住宅」の登録を２４年

１月から開始しており、１０月末時点で４，３８７戸を登録しております。この「サー

ビス付き高齢者向け住宅」の現状につきましては、のちほど、資料２で詳しくご説明を

させていただきます。 

次に、②市営住宅の公平・公正な入居管理の実施につきましては、引き続き、随時募

集やＤＶ被害者等への優先入居の実施、また、暴力団排除に向けた取り組みなどを進め

ますとともに、「１１回落選者特別措置制度」、「家賃減免制度」につきましては、見直し

後の新制度を着実に実施いたしております。 

次に、5 ページにつきましては、時間の都合もございますので、割愛させていただき

まして、6ページをご覧ください。（３）魅力あるまちづくりと居住文化の継承について

ご説明をさせていただきます。 

①住宅・建築物の修景等によるまちなみの整備につきましては、ＨＯＰＥゾーン事業

を、平野郷地区や住吉大社周辺地区など、６地区におきまして推進しております。ＨＯ

ＰＥゾーン事業を、平野郷地区や住吉大社周辺地区など、６地区において推進しており

ます。また、歴史的建築物の保存・再生によるまちづくりといたしまして、都市魅力の

創造に資する歴史的建築物等を選定し、必要な再生整備や建物活用を促進する「生きた

建築ミュージアム事業」を今年度より実施しております。本事業につきましては、後ほ

ど資料２でご説明させていただきます。取り組み目標といたしましては、ＨＯＰＥゾー

ン事業におけるまちなみ修景補助件数を１９件としております。１０月末時点での実績

は８件でございまして、現在相談中のものも含めますと、順調に進捗しているものと考

えております。次に、②地域における自主的・継続的なまちづくり活動の支援につきま

しては、上町台地におけるマイルドＨＯＰＥゾーン事業を実施しておりまして、その取

組みの一つとして、広域的に居住地魅力を発信する市民参加型事業「オープン台地 in Ｏ

ＳＡＫＡ」を、今年度も引き続き実施するなど、積極的に取り組んでいるところでござ

います。取り組み目標としました、協議会によるまちづくり提案・調査研究の件数８件

に対しましては、今年度の件数は６件と、目標には届きませんでしたが、先ほどご説明

した「オープン台地」の取り組みなど、協議会を中心とした様々なまちづくり活動を推

進できたものと考えているところでございます。 

続きまして、7 ページ（４）の幅広い都市居住ニーズへの対応についてご説明させて

いただきます。まず、①新婚・子育て世帯の市内居住の促進についてでございますが、

これまで子育て世帯を対象に実施してまいりました利子補給制度を新婚世帯向けにも拡

充し「新婚・子育て世帯向け分譲住宅購入融資利子補給制度」として、昨年１１月より

実施しております。なお、本制度につきましては、現在固定金利のみを対象としており
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ますが、より多くの現役世代が利用できる制度とするため、変動金利の住宅ローンが主

流となっている現状も踏まえた制度拡充について検討をしているところでございます。

また、ハード・ソフトの両面で、子育てに適した民間マンションを認定いたします「子

育て安心マンション認定制度」について、引き続き推進しているところでございます。

取り組み目標といたしまして、利子補給の件数につきましては、取り組み目標の２,０６

３件に対しまして、１０月末時点で、１,３０７件となっておりまして、目標達成に向け、

さらなる普及啓発が必要な状況でございます。また、子育て安心マンション認定戸数に

つきましては、目標戸数５００戸としておりますが、本制度は、１７年度に開始した当

初は、着実に実績をあげておりましたが、近年、認定戸数が減少したことを受け、昨年

１月に、わかりやすく使いやすい制度へとするよう認定基準等を大幅に改正したところ

でございます。その結果、２４年度の認定戸数は大きく増加しましたが、今年度につき

ましては１０月末時点で１１２戸にとどまっており、子育てに適した民間マンションの

安定的な供給に向け、さらなる普及啓発が必要であると考えております。 

続きまして、8 ページをご覧ください。②良質な都市型住宅の供給促進についてでご

ざいますが、まず、ハード・ソフト両面で防災力が強化されたマンションを認定し、広

く情報発信する「防災力強化マンション認定制度」を実施いたしております。本制度で

は、新築マンション、既存マンションの両方を対象としておりますが、既存マンション

の認定が進んでいないことから、２４年度には、「既存マンション向け防災力向上アクシ

ョンプラン策定マニュアル」を作成し、アクションプランの策定支援を通じた、既存マ

ンションの認定促進、さらには防災力向上を図っているところでございます。また、良

質な戸建て住宅の供給促進策としましては、市有地売却に際し、先導的な都市型エコ住

宅のモデルとなる戸建て住宅の提案・建設を行う事業者を公募する取り組みを行ってお

ります。具体的に申しますと、鶴見区の市営住宅の建替余剰地におきまして、省エネ・

創エネ設備を設置することなどを条件とした公募により、昨年度、事業者を決定し、そ

の後事業者による建設が進められ、本年１０月には、「まちびらき」が行われております。

次に、これらの項目の取り組み目標としましては、防災力強化マンションの計画認定戸

数を７５０戸としておりますが、１０月末時点で事前協議中５５８戸、認定済み２４戸

と、目標達成に向けて着実に進捗しております。 

続きまして、9ページをご覧ください。（５）住宅の長期利用とストックの再生・有効

活用についてご説明させていただきます。まず、①住宅の長寿命化の促進につきまして

は、「長期優良住宅」の認定を行いますとともに、ハウジングデザイン賞におきままして、

既存建築物の再生や良好な維持管理が行われている住宅を表彰の対象とするなどの取り

組みを行っております。また、公社賃貸住宅におきまして、住戸内の間取りや仕様を刷

新するリノベーション事業を２４年度より実施しており、２５年度は、港区のコーシャ

ハイツ港におきまして、８戸の住宅を対象に実施する予定でございます。取り組み目標

としましては、長期優良住宅の認定戸数４７０戸としておりまして、１０月末時点で４

１７戸と、着実に進捗しているものと考えております。また、その下の②既存住宅流通

の活性化につきましては、ガイドブックの「中古住宅購入不安解消ナビ」の作成やセミ

ナーの開催など、既存住宅の流通に向けた情報提供などを引き続き実施しております。 
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次に、10 ページの③マンションの適正な維持管理と円滑な建替えの支援につきまして

は、後ほど資料３において詳しくご説明させて頂きますので、ここでは割愛させていた

だきます。 

続きまして、11 ページでございますが、④の市営住宅ストックの有効活用と地域まち

づくりへの貢献につきましては、市営住宅ストックの適切な更新・維持管理のため、「市

営住宅ストック総合活用計画」に基づき、建替えや住戸改善などを計画的・効率的に推

進いたしております。また、市営住宅ストックにつきましては、「ストックの効率的な活

用」「コミュニティの再生」「地域のまちづくりへの貢献」といった基本的な考え方のも

と、より多くの市民に支持される「市民住宅」へと再編する取り組みを進めております。

取り組み目標といたしましては、コミュニティビジネスの導入をあげておりますが、現

在、１３団体が活動中で、今年度、新たに４団地において事業者を募集しております。 

次に１２ページの（６）環境に配慮した住まい・まちづくりの推進についてご説明さ

せていただきます。まず、①省エネルギー・省ＣＯ２型住宅・建築物の整備促進につい

てでございますが、ハードの基準を満たしますとともに、居住者意識を高める設備を有

する住宅を「大阪市エコ住宅」として認定し、認定を受けた住宅に対する利子補給を行

います「大阪市エコ住宅普及促進事業」を実施しております。また、昨年１２月に施行

されました「都市の低炭素化の促進に関する法律」に基づきまして、「低炭素建築物」の

認定を行っておりまして、１０月末時点での認定戸数は６件となっております。取り組

み目標といたしましては、「大阪市エコ住宅」の計画認定戸数を８５０戸としております

が、１０月末時点で、申請実績は５４戸と、目標達成はかなり難しくなっておりまして、

さらなる制度周知を図ってまいりたいと考えております。 

次の 13 ページにつきましては、時間の都合もございますので、割愛させていただきま

して、14 ページをご覧ください。 

（７）総合的な住情報提供プログラムの構築についてご説明をさせていただきます。

まず、①多様化・高度化するニーズに応える住情報提供体制の充実につきましては、住

まい情報センターにおきまして、住まいに関する幅広い情報提供・普及啓発を積極的に

推進いたしますとともに、住まい・まちづくりネットワークを活用した住情報提供など、

引き続き積極的な取り組みを進めております。また、住まい情報センターにつきまして

は、市政改革プランにおきまして、公的住宅や施策に関する情報提供、相談・啓発事業、

これらを区役所へ移管するということにされておりますが、移管により、サービスの質

の低下を招くことがないよう、各区役所とセンターとの役割分担やセンターによる区役

所の支援体制について検討するため、今年度から、住まい情報センターの相談員を区役

所にモデル的に派遣し、区役所窓口での住宅相談を実施しているところでございます。

取り組み目標といたしましては、シンポジウム・セミナー等の参加者数５,０００人とし

ておりまして、１０月末時点で、２,１２６人と、着実に進捗しているものと考えており

ます。 

次に、15 ページの②居住地の魅力情報の広域的な発信につきましては、４つ目の黒四

角にございますが、大阪都市魅力創造戦略におきまして、「大阪くらしの今昔館」が、天

満・天神橋地域の都市魅力資源として位置付けられたことから、同地域の魅力をより積
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極的に発信することといたしております。今年度は、地元商店街イベントに市民ボラン

ティア「町家衆」のご協力を得て参加し、大阪天満宮において大阪の居住文化を発信し

たほか、来年３月からの企画展におきまして、「天満の歴史とまちづくり」展を開催する

予定としております。取り組み目標といたしましては、「今昔館」の来館者数を２０万人

としております。「町家衆」と連携して様々なイベントを実施していることに加え、着物

体験などが外国人観光客の人気を呼んでいることなどもあり、１０月末時点で、１２万

９,０００人を上回る来館者数となっておりまして、目標達成に向けて概ね順調に進捗し

ているものと考えております。 

次に、16 ページの③住まい・まちづくりに関わる学習プログラムの充実につきまして

は、学校教育と連携した住まい・まちづくり学習の一環として、子ども向け学習用ＤＶ

Ｄを製作いたしますとともに、学芸員が現地において、解説を行うまち歩きイベントを

実施するなどの取り組みを行っております。取り組み目標としましては、タイアップ事

業の実施を１６回としておりまして、住まい・まちづくりに取り組む専門家団体等との

連携・協働を行うことにより、１０月末時点で１２回と、目標達成に向け順調に進捗し

ているものと考えております。 

以上で、平成２２年２月にいただきました答申に基づく施策の実施状況に関するご説

明を終わらせていただきます。 

 

（髙田会長） 

はい、どうもありがとうございました。短時間でたくさんの内容をご報告いただきま

した。22 年度の住宅審議会の答申に対してですね、現状、住宅施策がどのように実施さ

れているかというご報告をいただきましたが、説明の中にもありましたが、資料の２と

資料の３については、これからまた説明をいただいて、議論をしていただくことになり

ます。資料の２については、表紙にありますような４項目が、より詳しく報告されると

いうことでございます。資料の３はマンションの問題について、特に今日みなさんのご

意見をお伺いしたいと、こういうことでございますので、できましたらそれ以外のです

ね、項目についてですね、できるだけ、ご質問やご意見をいただけたらと思います。も

ちろん２や３に関連することについてご発言いただいても結構ですので、まずは資料１

について、ご質問やご意見をお願いしたいと思います。いかがでしょうか。 

はい、どうぞ。 

 

（大竹会長代理） 

全体をお聞きしまして、22 年の答申に基づいてかなりたくさんの取組がなされている

っていう印象は受けました。そのときに、具体的にこういう事業をやったっていうこと

とその効果について、２つの段階があると思うんですね。今ご報告にあったのは、目標

とする事業がこれだけあって、それがどの程度進捗したかっていうことはお話になった

と思うんですけれども、最終的に目標がどれだけ達成されているか、効果については今

後きちっと検証する必要があるかなっていうふうに思いました。例えばですね、９ペー

ジ目の、他のところもたくさんあるんですけれども、同じようなことで１つの例ですけ
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れども、住宅の、長期優良住宅の供給促進とか、あるいはハウジングデザイン賞ってい

うのをつくって、そういったものをきちっと認定していくっていうことをやってきたっ

ていうことは書かれていると思うんですけれど、じゃあ、それによって本当に、例えば、

不動産の価値が上がるとか、賃貸料が上がるとかっていうところまでちゃんと評価がい

ってですね、本当の目標まで繋がっていくのかっていうふうな検証が、多分今後必要に

なってくるんじゃないかなっていうふうな印象を持ったんですけれども、そういうこと

は今後取り組まれていくのかどうかというところをお聞きしたいなと。 

 

（髙田会長） 

はい。これは全体に関わる評価の仕組みの問題でありますので、アウトプット評価だ

けではなくてアウトカム評価をすべきではないか、あるいはそういう予定があるかとい

うご質問に対して、事務局の方からお願い致します。 

 

（中野都市整備局住宅政策課長） 

  最近制度をつくる際には、そういったＰＤＣＡと言いますか、効果の検証をもちろん

やることも多くなっておりまして、大阪市の場合、各局ごとにですね、年度ごとに運営

方針というものを作成しております。その中で、こういった主要な施策については、今

先生の方からお話がありましたアウトプットなりアウトカムなりの指標を設定するとい

うことにしておりますが、かなり大きな括りの中で１つから４つくらいのですね、アウ

トカムなりの目標を設定することにしておりまして、例えば、今のストックの形成なん

かの話で言いますと、局の運営方針におきまして、住生活総合調査の中で住宅に対する

総合評価の不満率のようなものをアウトカムとして設定しておりまして、その不満率を

減少させていくんだというようなことは掲げております。ただ、今回は個々の施策につ

いてということで、その寄与度の問題等もございますので、この資料の中では少し説明

できてないんですけれども、今後、今の先生のご意見を踏まえまして、この場でもそう

いった施策とアウトカムの関係等については整理してご報告させていただきたいと思い

ます。 

 

（髙田会長） 

  よろしいでしょうか。関連するご意見やご質問がございましたらお願いしたいと思い

ます。 

  施策との因果関係が説明されないと、満足度が高くなったということを言っただけで

はあまり意味がないんですね。こういう施策をしたらこういう効果があったということ

を言えるものと言えないものがあると思いますが、そのあたり少し、評価技術的な問題

も含めてご検討いただけたらと思います。 

  他に何か、他の事柄についてご質問やご意見をお願いしたいと思いますが、いかがで

しょうか。 

  どうぞ、はい。 
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（弘本委員） 

  22 年 2 月の策定以降での最も大きな出来事が、冒頭のお話にもありましたけれども、

東日本大震災が起きたことになると思うんですけれども、それに伴って、耐震の評価を

していくというようなことは取り組んでいらっしゃるかと思うんですけれども、例えば

津波避難ビルの指定について、民間マンションはどのように対応されているのかとかで

すね、それから防災力強化のマンションの取組をされていますけれども、地域との関係

で、地域にとってマンションがどのような役割を果たせるかという観点での取組は対応

しているのかどうかですとか、そのあたりの動きについて、現状等教えていただきたい

んですけれども。 

 

（髙田会長） 

  はい、ありがとうございます。いかかでしょうか。 

 

（中野都市整備局住宅政策課長） 

  まず、津波避難マンションそれから地域の貢献というようなお話ですが、ページで言

いますと、８ページのところに防災力強化マンション認定制度とその下に防災力向上ア

クションプラン策定マニュアルの作成というのがございます。この防災力強化マンショ

ン認定制度を運用するにあたりまして、各区長にご意見を伺う中で、この防災力強化マ

ンションの認定制度の中に津波避難ビルの指定ということを条件にできないかというご

意見がございました。必須要件にしますと、なかなか認定そのものの足を引っ張ること

にもなりますので、選択必須という形ではありますが、この中に加えさせていただいて、

できるだけこの防災力が強化されたマンションでは津波避難マンションに指定していた

だけるような取組を進めております。 

それから、地域への貢献ということで、この防災力強化マンションの認定制度の要件

の中にも、地域との連携でありますとか、またハード面でも、地域の人が災害時にマン

ションをご利用いただけるような、かまどベンチであったりだとかマンホールトイレの

ような条件を付しておりますし、また、既存マンションで先ほどもご説明させていただ

きましたが、なかなかこういった取組が進んでいないということもありますので、災害

時における既存マンションでの防災性の向上、その中に地域との連携のようなものも盛

り込んだマニュアルを今回作成致しましたので、このいったものの普及啓発を通じて、

マンションにお住まいの方と地域の住民の方との連携と言いますか、そういったものを

強化していくように支援して参りたいと考えております。 

 

（髙田会長） 

  よろしいですか。 

 

（弘本委員） 

  はい。 
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（髙田会長） 

  じゃあ、他にいかがでしょうか。はい、どうぞ。 

 

（永村委員） 

  ２つ教えてください。１番目は 12 ページの主な取り組み目標について、エコ住宅の認

定戸数がかなり少なかったというお話だったんですけれども、この少なかった理由とか

そういうものは何かお分かりになってるのかというのが１点。もう１つは、全体を通し

て言いたかったのは、大阪をすごく魅力的な都市にしようとしていて、人をたくさん集

めようとしている、そこは非常に同意でかつそれに適切なことがなされているような気

がするんですけど、果たしてそこに人が来たときに快適に、まあ快適とまではいかない

としても住めるような街になるんだろうか、というのがちょっと心配。で、その懸念の

１つはやっぱり暑さだと思うんです。だからこそ、温暖化に対抗するような省エネとか

低炭素化みたいなことをやりたいということで、（６）で随分やられてるんですけど、省

エネは、低炭素みたいなものを日本がどんなにがんばっても世界が関わってくるのであ

んまり意味ないような気がするんですよね。で、大阪市という限定した局所で考えるな

らば、やっぱりヒートアイランドのような熱輻射の部分をどうするのかっていうのをや

っていかないと、せっかく魅力的なものをいっぱいやっていても、果たしてお客さんが

来るんだろうかとか、住んでる人が本当に快適になるんだろうかとか、すごく疑問があ

って、今直近でどうこうするというよりは、まあ 50 年タームとか 100 年タームとかで考

えなきゃいけない、だからかなり長期の視野を持っていろんなことをやらないといけな

い話なので、できればもっといろんな随所のところにそういう配慮があってもいいんじ

ゃないかなと。例えば、ＨＯＰＥゾーンみたいなものをやるときに少し反射率のことを

考えてみたりとか、意外にそういうところがあまりないというか抜けてるというか、そ

ういう気がちょっとするので、単独でこういうことをやるとそれで解決するわけではな

い、ちまちまというかこつこついろいろなところにばらまいていかないといけないので、

そういうものをしていった方が良いような気がすごくします。明日どうなるとか来年ど

うなるとかっていう話じゃなくて、もう少し長期ですか、そういうところはどうされる

んでしょう、という２点です。 

 

（髙田会長） 

  環境の問題に対しては、個別施策で対応するのではなくて、もう少しベースになるよ

うな、ようするに施策の組み立て方を考え直すべきだという、そういうご意見ですかね。 

ご質問の形で出ておりますので。 

 

（中野都市整備局住宅政策課長） 

  最初の、エコ住宅の認定が今年度伸び悩んでいることについてでございますが、昨年

度は結構大型の物件もあって、ここには書いておりませんが、1,856 戸ということでか

なり増えておりました。昨年は、100 戸を超えるような大型の物件が 5 件ございました

し、そういったものが戸数の大部分を占めていたんですけれども、今年度はそういった
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大規模な物件の認定がまだきておりません。それから、こういった取組に積極的な大手

のデベロッパーがおられて、そこが大阪市の基準を自社の標準としていただいてですね、

取り組んでおられましたので認定が進んでいたんですけれども、今年度はその２社の物

件がなかなか出てこないということで伸び悩んでいるというのもあります。それから、

分析としましては、今般、東日本の話でありますとかで、建築物価がかなり高騰してお

りまして、後ほどご説明させていただきますが、床面積を狭くしたりだとか、コストを

あまりかけられなくなってきているような状況がございます。エコの場合、かなり仕様

をその中に盛り込んでいきますと、コストが上がることにもなりますので、なかなか、

施工単価が上がる中でコストをかけにくくなっているというのも背景にあるのかなとい

うふうに考えているところでございます。厳しい状況にはございますが、引き続き普及

啓発などによりまして、できるだけ使っていただけるようにしたいと考えております。 

  それから、２つ目につきましては、少し難しい質問でございましたので答えになって

いるかどうかわかりませんが、ヒートアイランドそのものの取組は、例えば 13 ページで

言いますと、市営住宅のドライミストの散布なんかの取組もしておりますが、これ以外

のことについては、なかなかできていないのが現状でございます。今ご提案いただきま

したように、ＨＯＰＥゾーン事業の機会でありますとか、あるいはまた他の住宅建設の

事業などこつこつと、というお話でしたけれども、またさまざまな施策立案のケースを

とらまえて、そういったヒートアイランドの取組なりを進めていくことについて、今後

検討していきたいと思います。 

 

（國松都市整備局企画部長） 

 補足ですけれども、環境政策といいますと、やはり大きな施策全体になりますので、

私の方は住宅および建築をあずかっている局なんですけれども、環境を預かる環境局と

いうのがございまして、そちらの方でも環境政策というものを全体的に取りまとめてお

ります。今先生にご質問いただいた件につきましては、大きな分野はそういうところで、

例えば事業者さんの建築物に対してどうしていくんだとか、公共施設としてどういう取

組をするんだというようなことは、そういう取組の中でやらせていただいておりまして、

私の方もそういう分野に対しまして局として何ができるかということは当然やっていか

ないといけないし、積極的に働きかけているところでございますけれども、この住宅分

野で言いますと、今ちまちまという言葉もありましたけれども、できる限りのちまちま

したことをがんばってやっていくということでは取り組んでおりましてですね、可能な

限りのことはやっていきたいなと。ただ、今ちょっと電力の関係もありまして、なかな

かＣＯ２という面で言いますと、難しい局面にきていることは間違いございません。 

あと、ヒートアイランド等につきましては、屋上の緑化でありますとか、舗装の、こ

れは建設局のマターではありますが、舗装をどういうふうにしていくというようなこと

なんかの取組も、オール大阪としては取り組んでいるところでございます。 

 

（髙田会長） 

  よろしゅうございますか。後の方の話は多分、住宅施策と環境施策をどのように関連



12 

 

づけていけるかという、そのフレームに関する問題提起をいただいたと思いますので、

それぞれやっているという説明が不十分なことだと思います。ご検討いただければと思

います。 

他にいかがでしょう。よろしゅうございますか。では、とりあえず全体に関するご質

問、もしありましたらまた後ほど戻っていただいても結構ですが、次の資料の２の方に

移りたいと思います。では、ご説明をよろしくお願い致します。 

 

資料２について 

（中野都市整備局住宅政策課長） 

それでは引き続きまして、資料の２「住宅施策に関する新たな動向等について」につ

いて、ご説明をさせていただきます。（１）から（４）まで、大きく４つの資料がござい

ますが、それぞれ、法律の改正、あるいは市としての新しい取り組みなど、新たな動き

のある分野でございまして、本日は、審議会へのご報告という形で資料を用意させてい

ただいております。 

それでは、表紙をめくっていただきまして、1 ページ目をご覧ください。「（１）密集

住宅市街地整備の推進」についてご説明させていただきます。まず、１の「密集住宅市

街地の現状」でございますが、大阪市では、ＪＲ大阪環状線の外周部の戦災を免れた地

区を中心に、防災性や住環境面で様々な課題を抱えた密集住宅市街地が形成されており

ます。そのため、本市では「特に優先的な取り組みが必要な密集住宅市街地」、私どもは

「優先地区」と呼んでおりますが、その優先地区、約１,３００ヘクタールを中心に、防

災性の向上に向けた様々な取り組みを進めているところでございます。右側の地図でい

いますと、黒く墨塗りした部分が優先地区でございます。 

次に、２の「これまでの取り組み」でございますが、本市では、優先地区全体におい

て、不燃領域率を４０％に引き上げることを目標として取り組んでおります。この不燃

領域率は、市街地の燃えにくさを表す指標でございまして、４０％を超えますと市街地

大火への拡大が大幅に抑制されるというものでございます。また、下の表に示しており

ますように、不燃領域率の向上により、市街地の不燃化を図りますため、「民間老朽住宅

建替支援事業」などによりまして、老朽住宅の建替や除却、あるいは防災コミュニティ

道路の整備などを進めますとともに、災害時の避難困難性を改善するため、避難経路を

確保する取り組みといたしまして、狭あい道路の拡幅整備などの取り組みを進めている

ところでございます。また、骨格避難路の確保や延焼の遮断を図りますため、都市の防

災骨格となる都市計画道路の整備を進めますとともに、ソフト面での地域の防災力を強

化いたしますため、防災マップの作成や、災害時の避難計画の策定・訓練、あるいは要

援護者情報の把握などにも取り組んでいるところでございます。しかしながら、南海ト

ラフ巨大地震や上町断層帯による直下型地震の発生が危惧される中、こうした地震によ

る被害を最小限に止めるためには、密集住宅市街地における防災性の向上がより一層急

務となっております。 

こうしたことから、資料の右側に記載しておりますように、昨年１１月、副市長をト

ップといたしまして関係区長、所属長で構成いたします「密集住宅市街地整備プロジェ
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クトチーム」を設置し、密集住宅市街地のさらなる推進に向けまして、現在、検討を行

っているところでございます。現時点での検討の方向性や考え方について、ご報告をさ

せていただきます。 

まず、上段の「密集住宅市街地整備の推進に向けたソフト面及びハード面の取組みの

役割」についてご説明をさせていただきます。このプロジェクトチームでは、整備に係

るこれまでの取り組みも踏まえながら、これまで以上に地域の特性に応じたきめ細やか

な整備を行うこととしておりまして、密集住宅市街地における様々な課題に対し、ソフ

ト面とハード面の両方から、それぞれ具体的な改善策を検討しているところでございま

す。少し複雑な図になっておりますが、密集住宅市街地整備の更なる推進にあたりまし

ては区役所が中心となったソフト面の取り組みにより地域住民の防災に対する意識をこ

れまで以上に高めていくこととあわせまして、その意識の高まりに応じて、各部局が区

役所と連携し、様々なハード面の取り組みを実施するということでソフト面とハード面

の取り組みを効果的に展開していくという内容を表した概念図でございます。縦軸は、

地域住民の防災意識の高さを表しておりまして、左下から右上への矢印で表現しており

ますソフト面の取り組みによりまして、そのレベルを現在の段階より向上させていきた

いと考えております。横軸は、ハード面を中心とした様々な取り組みの難易度を表した

もので、先ほどの縦軸方向で表現しました地域住民の意識が高まるほど、規模、費用、

スピードなど様々な面で難易度の高い本格的なハード事業を実施できるということを表

しております。このように、ハード面の取り組みには地域住民の防災意識の高まりから

生まれる発意と努力が不可欠であり、ソフト面での取り組みにより防災意識を高めなが

ら、市街地の特性や地域のニーズ、住民のまとまり具合などに応じた様々なハード面の

取り組みをきめ細かく展開することにより、密集住宅市街地整備をより一層推進してま

いりたいと考えております。 

次に下段の「課題と取り組みの方向」でございますが、四つの課題を掲げております

が、左端の「住民が地域の課題を知り、防災活動を活発化させる必要がある」という課

題に対しましては、地域防災力や防災意識・知識のさらなる向上を図るため、優先地区

を含む８区におきまして、地域の実情にあわせた、ソフト面での取り組みを、区役所が

中心となって検討しているところでございます。その右側の「老朽住宅や狭あい道路が

残り、建て詰まりによる延焼の危険性が高い」、「地区内の道路が狭く、避難や救護活動

等が困難」、「防災骨格となる路線が未整備であり、その沿道に老朽住宅が密集している」

という三つの課題につきましては、各区の現状、課題、区長の意向等も踏まえまして、

ハード面を中心とした取り組みを、局と区役所が連携して行うこととし、生野区・東成

区・福島区・西成区の４区におきましてモデルとなるエリアを選定し、整備手法等の検

討を進めているところでございます。なお、こうしたモデルエリアでの取り組みにつき

ましては、今後、同じ課題をもつ地域にも展開させながら、整備の更なる推進を図って

まいりたいと考えております。 

  続きまして１枚めくっていただいて、2 ページをご覧ください。「（２）民間建築物の

耐震化の促進」についてでございますが、左上の１に記載しておりますように、平成２

７年度における住宅及び特定建築物の耐震化率９割を目標とし、様々な取り組みを行っ
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ているところでございます。 

「住宅の耐震化について」でございますが、「a」の「これまでの取り組みと現状」と

いたしまして、先ほどの資料１にもございましたように、一定の要件を満たす戸建住宅

等の所有者に対して、耐震診断、改修設計、耐震改修に要する費用に対する補助を実施

いたしております。また、建築関係団体等と連携して設立いたしました「大阪市耐震改

修支援機構」におきまして、様々な普及啓発を行いますとともに、「誰に頼めばよいのか

わからない」といった市民の声に対応するため、実績のある耐震事業者の紹介を行って

いるところでございます。しかしながら、平成２３年度における住宅の耐震化率は推計

値で、約８０％となっており、２７年度における耐震化率９割の達成は困難な状況とな

ってきております。特に、木造の戸建住宅につきましては、２３年度で約５９％と推計

しており、建替え・除却の促進に加えまして、耐震改修をより一層促進することが必要

と考えているところでございます。 

次に、資料中段「ｂ」の、耐震改修に関するアンケート結果についてご説明をさせて

いただきます。本市の補助制度を利用して耐震改修を実施した世帯の状況でございます

が、中段左側の円グラフにございますように、補助を利用された方の年齢は、７割以上

が６０歳以上となっております。また、耐震改修を行った理由につきましては、「住み慣

れた家がいいから」と答えた方が、約４割と一番多くなっております。こうしたことか

ら、住み慣れた家への愛着がある高齢者が、建替えではなく、耐震改修工事を選択する

ケースが多いものと考えているところでございます。次に、下段の「耐震改修工事を実

施しない世帯の状況」でございますが、平成２３年度に実施いたしました世論調査によ

りますと、実施しない理由は、「費用がかかるから」が４割と最も多くなっております。

また、耐震改修工事にかけることのできる費用につきましては、約半数が「費用はかけ

られない」と答えており、さらに「費用はかけられない」と回答した方を除きますと、

約８割の方が「１００万円未満」と回答しておられます。私どもといたしましては、こ

うした分析結果も踏まえまして、戸建住宅等の耐震化をより一層促進させるための施策

について検討を進めているところでございます。 

次に資料の右側をご覧ください。「３」の「大規模建築物の耐震化について」でござい

ますが、「ａ」の「これまでの取り組み」にございますように、民間の学校や病院、百貨

店、あるいは危険物の貯蔵施設、避難路等の沿道の建築物などといった民間の特定建築

物につきましては、説明会や耐震適合建築物へのプレート交付制度の実施など、特定建

築物の所有者向けの普及啓発を通して耐震化を促進してまいりました。今般、「ｂ」にご

ざいますように、「耐震改修促進法」が改正され、この１１月２５日に施行されたところ

でございます。  

主な内容として、「建築物の耐震化の促進のための規制強化」と「建築物の耐震化の円

滑な促進のための措置」がございますが、まず、「規制強化」につきましては、「耐震診

断の実施の義務化と耐震診断結果の公表」がございまして、対象となりますのは大きく

分けて、下の（Ａ）（Ｂ）の２種類でございます。まず、（Ａ）の「不特定多数の者が利

用する建築物及び避難弱者が利用する建築物のうち大規模なもの」につきましては、具

体的には、中段右側の表にございますように、小学校や幼稚園、福祉施設や病院、ホテ
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ル、映画館などで、一定規模以上のものでございますが、これらの建築物につきまして

は、平成２７年末までに耐震診断を行い、所管行政庁である大阪市に報告することが義

務付けられております。また、報告を受けました所管行政庁については、その診断結果

を公表することが義務付けられております。この法改正によりまして、大阪市内で耐震

診断が義務付けられる建築物は、約５００棟と推定しており、これは全国的に見ても非

常に多い数字となっております。 

次に、（Ｂ）の「地方公共団体が指定する緊急輸送路等の沿道建築物」につきましては、

地方公共団体が指定する期日までに耐震診断を行い、所管行政庁に報告することを義務

付けることができることとなっております。こちらにつきましては、大阪府が、府内の

広域緊急交通路の一部を指定し、重点的に耐震化に取り組むこととしております。 

また、下段の「建築物の耐震化の円滑な促進のための措置」でございますが、分譲マ

ンション等の区分所有建築物につきまして、所管行政庁から耐震改修を行う必要がある

旨の認定を受けた場合には、区分所有法におきます大規模な耐震改修に関する決議要件

が「４分の３」を「２分の１」に緩和される規定が設けられました。 

また、耐震改修計画の認定制度につきましては、新たな耐震改修工法も認定可能とな

るように対象工事が拡大されますとともに、認定を受けた建築物に対する容積率、建ぺ

い率の特例措置が設けられております。 

以上が、民間建築物の耐震化の促進に関するご報告でございます。 

１枚めくっていただきまして、3 ページをご覧ください。「（３）サービス付き高齢者

向け住宅の現状」について、ご説明をさせていただきます。左側に概要を記載しており

ますが、主に高齢者単身世帯や高齢者夫婦世帯を対象とした賃貸住宅でございまして、

各住戸の広さや設備、バリアフリー等のハード面のほか、生活相談や安否確認といった

サービスの提供など、法律で定める一定の基準を満たす住宅でございます。この建設・

改修にあたりましては、法律に基づきまして、大阪市が審査・登録を行いますとともに、

サービス付き高齢者向け住宅として１０年以上登録することなどを要件といたしまして、

国土交通省が整備費の一部を補助いたします。所得税あるいは固定資産税などの税制上

の優遇がございますし、住宅金融支援機構からの融資が受けられることとなっておりま

す。 

次に、２の「本市で登録された棟数と戸数」でございますが、これまでに８８棟、４,

５００戸が登録されております。右側のグラフは市内の月別の登録戸数の推移を示して

おりまして、登録が開始されました平成２３年度から２４年度にかけては増加傾向が顕

著となっておりましたが、今年度に入ってからは増加は続いておりますものの、その増

加傾向は鈍化しておりまして、これは全国的な傾向とも一致しております。 

次に３の「一棟あたりの住戸数、面積」でございますが、一棟あたりの住戸数につき

ましては、１０戸未満の小規模なものから、１００戸以上の大規模なものまでございま

すが、大体２０戸から５０戸までのものが多くなっております。また、右の表は、住戸

の面積を示しておりまして、約７割の住戸が１８㎡から２０㎡で、平均面積は約２１㎡

となっております。 

次に４の「空き家率」でございますが、今年の１０月１日時点で入居開始している住
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宅にアンケート行った結果を示しておりまして、回答のあった３２棟では、約３割が空

き住戸となっております。 

次に右上の５「月額家賃」でございますが、約６割が４万円から６万円となっており、

ほとんどの住戸が１０万円以下となっております。また、住戸全体の平均家賃は約６万

９千円となっております。 

続きまして、６の「事業者の主な業種」でございますが、約６割以上が介護系事業者

となっており、他には不動産業者でありますとか医療系事業者などが事業を行っており

ます。 

７の「提供されるサービス」の状況につきましては、上の表はサービスの種類を示し

てりまして、法律により必須となっております状況把握・生活相談サービス以外のサー

ビスとして、約８割の住宅で食事の提供サービスが行われております。また、状況把握・

生活相談サービスの提供時間につきましては、法律によりまして、日中は、ケアの専門

家が建物内に常駐することが求められておりますが、約７割の住宅では、夜間も含めて

ケアの専門家が常駐されております。 

次に８の「併設される施設」でございますが、約６割の住宅に介護や看護に関する施

設が併設されております。その内訳を見ますと、訪問介護事業所が最も多く、続いて通

所介護事業所、居住介護支援事業所などが併設されている状況にございます。以上が、

登録開始から約２年が経過しました、サービス付き高齢者向け住宅の現状でございます。 

次に 4ページをご覧ください。「（４）生きた建築ミュージアム事業」でございますが、

ぺージ左側に事業の概要をまとめております。 

この事業は、昨年１２月に策定されました府市共同の都市魅力創造戦略に位置付けら

れたものでございまして、戦略のシンボルイヤーである平成２７年度に向け、「御堂筋及

びその周辺エリア」に存在する、魅力的な「生きた建築」を通して、新しい大阪の魅力

を創造・発信することを目的としております。「生きた建築」とは、ページ左下に記載し

ておりますが、この事業の中で定義した新しい概念でございまして、「ある時代の歴史・

文化、市民の暮らしぶりといった都市の営みの証であり、様々な形で変化・発展しなが

ら、今も生き生きとその魅力を物語る建築物など」でございます。事業の内容といたし

ましては、ページ左の中ほどにございますように、「建築物等の選定」、「選定した建築物

等の再生」、「マネジメント」の大きく３つでございまして、今年度より、具体的な取組

みを進めております。 

ページ右側をご覧ください。平成２４年度の基礎的な調査を経て、今年度は、まず４

月に事業スキームを固め、建築をはじめ、デザイン、観光といった様々な分野の委員で

構成される有識者会議を設置し、本審議会の委員でもあります橋爪先生に座長をしてい

ただきまして、そこで議論いただきながら、１０月に初の選定を行ってまいりました。

ページ中ほどに、選定した建物を記載しておりますが、ダイビル本館、北野家住宅、純

喫茶アメリカンなど、いずれも「生きた」という点にこだわって選定されたものでござ

います。また、１１月には、平成２７年度の「生きた建築ミュージアム」の実現に向け

た民間との連携のあり方、生きた建築ミュージアムのマネジメントのあり方を検証する

試みといたしまして、選定した建物を中心に、特別公開やツアーなどを実施いたしまし
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た。普段は入れない建物の内部公開や小学校１～３年生を対象とするツアーなど、これ

まであまりなかった企画を実験的に実施し、たくさんの方に興味をもっていただき、参

加いただいたところでございます。今後のスケジュールといたしましては、ページ右下

にありますように、今年度選定した建築物等の再生整備を行ってまいりたいと考えてお

り、具体的には、選定した建物がさらにその魅力を高めるような再生整備、例えば特徴

的な装飾の再現や、ライトアップ等に係る工事費の一部を補助してまいりたいと考えて

おります。また、来年度も、引き続き、建築物等の選定と再生整備を行いますとともに、

所有者をはじめとする民間との連携・協力体制を確立することによりまして、「生きた建

築ミュージアム」を実現してまいりたいと考えているところでございます。 

以上で「資料２」の説明を終わらせていただきます。よろしくお願いします。 

 

（髙田会長） 

  はい、どうもありがとうございました。それでは、今の４件について、ご質問、ご意

見をお願いします。いかがでしょうか。 

 

（大竹会長代理） 

１つ目は２ページの「民間建築物の耐震化の促進」のところです。単なる質問ですが、

不特定多数の者が利用する大規模建築物等の耐震診断の義務化のところですが、これは

罰則というのはどういうものがあるのかということ。それから、３ページ目のサービス

付き高齢者向け住宅の現状について、アンケート調査等いろんなデータをお示しいただ

いたんですけども、大阪市としてはこれをもとに何が政策課題だと考えてらっしゃるの

かということについて、お話いただければと思います。 

 

（髙田会長） 

  はい、それでは、まず最初の耐震の方について。 

 

（中野都市整備局住宅政策課長） 

罰則規定ですけれども、診断を行わなかった場合、公表と罰金がございます。それか

ら、サービス付き高齢者向け住宅についての考え方ですけれども、先ほども説明の中で

触れましたが、ここへきて増加傾向が鈍化傾向にあるようです。背景としましては、ど

うも入居者の募集に苦戦されているということ、それから物件が急激に増加いたしまし

たので、事業者間での競争が激化しまして、家賃でありますとかサービス費の値下げ合

戦に入っているようなことも伺えるということ、それによって当然事業者の事業採算性

が悪化しているようでもござます。それから建築費の上昇等もございまして、全体的に

市場が模様眺めの段階に入ってきているのかなと考えているところです。当然、これか

ら高齢化がますます進んでいきますので、こういった住宅が量的に拡大をしていくこと

については、望ましいというふうに考えているところですが、増えていくものが変に採

算ばかりを重視したような、あまり良質ではないストックが増えると困るのかなと思っ

ておりまして、今日はご報告が間に合っておりませんが、事業者に対して現状の把握の
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ためのアンケート調査なりを別途実施しているところでございますので、その結果なり

を分析しながら、今事業者の間で何が課題になっているのか、どんな問題が起こってい

るのかということについて検討しまして、良質なストックが形成されるように誘導して

まいりたいと考えているところでございます。 

 

（髙田会長） 

  よろしいですか。最初の耐震化の問題について、何か関連のご質問・ご意見はござい

ますか。よろしいですか。 

  それでは、２つ目のサ高住についてはいかがでしょうか。 

あの、今の質問と関連するんですが、サ高住は国の施策ですよね。今の説明だと、大

阪市としては国の施策が講じられた結果を外から見て、まずいものができないようにコ

ントロールすると、そういうことを考えておられるということなんでしょうか。それと

も、国のサ高住の施策をさらに促進するために、なんらかの施策を講じようとされてい

るということなんでしょうか。どういうスタンスだと考えていればいいですか。 

 

（中野都市整備局住宅政策課長） 

  量的に拡大をさらに促進するような取り組みをするのかというと、そこまで量的に拡

大すべきだというふうには今のところ考えておりません。一部の自治体では家賃補助を

実施したりだとか、建設費に上乗せ補助を実施したりだとかということで、さらに促進

したりしている自治体も見受けられますが、本市については全国でも伸び具合としては

かなり上位のランクにおりますし、やはりいろいろと課題が出てきているという現状も

ございますので、当面は現状把握に努めまして、様子眺めと言いますか、変なストック

が形成されないような取り組みをしていくということを考えております。 

 

（髙田会長） 

  はい。ということですが、何か関連するご質問やご意見はござませんでしょうか。よ

ろしいですか。じゃあ、他の１番とか４番について、何かご意見やご質問をお願いたい

と思います。 

  はい、どうぞ。 

 

（大竹会長代理） 

４番の「生きた建築ミュージアム事業」、これはすごく大阪のアピールにつながってい

ると思うんですけども、例えば具体的に何か大阪のガイドブックに必ず取り上げられる

ようになってきたとか。まだ始まったばかりなのでわからないということなんでしょう

かね。どこかのニュースで取り上げられたとか、そういうことはないでしょうか。 

 

（國松都市整備局企画部長） 

かなりの好評がありまして、各紙で取り上げていただきました。また、それを見たツ

アーの参加者もかなりいまして、だいたい倍率は２倍程度で好評でありました。また、
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ＮＨＫの方から、橋爪先生やオーナーなり店舗の方なりにも取材をされていました。と

りわけ、本町ビルの上のが好評でございまして、上にモニュメントがあるんですけども、

そんなものが大阪にあるんだということがかなり話題にはなっていて、問い合わせもき

ているところでございます。 

 

（髙田会長） 

よろしいですか。たぶん、そういう情報をどの程度発信されているかということをデ

ータとして掴んでおいた方が。 

 

（國松都市整備局企画部長） 

今後、来年度には、さらに選定をしていただいて、27 年度、これは都市魅力戦略のイ

ベントイヤーでございますので、その時にはきちんとした形でもう少しイベントもやっ

て、ＰＲも全局をあげてやりましてですね、割と大きな仕組みにしていって、その後も

それが継続していくような仕組みについても今後考えていきたいというふうに考えてお

ります。 

 

（髙田会長） 

はい。他にいかがでしょうか。 

はい、どうぞ。 

 

（谷委員） 

今の「生きた建築ミュージアム事業」に関連してなんですけども、これはなかなか面

白い視点で、是非推進すべき課題だと思いますが、一番最初のご報告の中で、例えば６

ページのところで「マイルドＨＯＰＥゾーン事業」の中で「オープン台地 in 大阪」とい

うもの、これは今年３回か４回やっております。趣旨は違うと言えば違うし、似ている

と言えば似ているところがあってですね、オープン台地の方は建物だけではなくて、そ

こに住んでいる人の生きざまも見せるというところが若干違うんですけれども、普段公

開していない建物なんかの中を見せてたりというふうなことが先行的に行われています。

そういうものとの整合性とかですね、どういうふうにお考なのかお聞きしたい。特にＨ

ＯＰＥゾーン事業では似たようなことを結構やってまして、たぶんモデルにしているの

はロンドンのオープンハウスだと思うんですけども、両方とも同じようなものをモデル

にしているところがあるので、ちょっとその辺が気になるのでお伺いしたい。 

 

（國松都市整備局企画部長） 

まさにモデルとしているのは、今、谷先生がおっしゃった通りでございまして、オー

プン・ハウス・ロンドンをモデルにしております。ただ、ＨＯＰＥゾーンというのは居

住地魅力といいますか、もともと地元の組織の中で立ち上げていただいて、自分たちの

まちを良くしていただこうという機運の中でやらせていただいたので、その辺がＨＯＰ

Ｅゾーンからのアプローチの仕方としてはあるかなと。建築ミュージアムにつきまして
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は、都市魅力ということで都心の魅力的な建築物のストックを利用するということから

入って、それを観光につなげていこうということがありますので、若干の違いはありま

すけれども、やっている手法はよく似ていて、お互いに建築ミュージアムをやる時につ

きましても、オープン台地を参考にしておりますし、この流れはもともとＨＯＰＥ事業

で今までやってきてましたＨＯＰＥゾーン事業でありましたり、いろんなイベントをや

ってきまして、そういった流れを引き継いでそれを都心で新たな都市魅力戦略、大阪市

の方針として位置付けられたものとしてやってきていると。ですから、今後はそういう

ものが連携するといいますか、相乗効果を生み出してやったらいいなと。とりわけ、都

心のハイクオリティといいますか、商業系のところの観光施策と居住地系のもう少し生

活に密着したオープンハウスというものをうまく組み合わせて全体的に居住地魅力とい

いますか、大阪市全体の魅力が高まればいいなというふうに考えております。 

 

（髙田会長） 

よろしいでしょうか。 

 

（谷委員） 

たぶん、今後いろいろと議論が深まらないと。特にマイルドは地元の方が中心にやっ

ておられますので、やっぱりその辺のアプローチとかが大変なのでいろいろとこれから

その辺の議論をしていただければなと。 

 

（髙田会長） 

はい。他にいかかでしょうか。よろしいですか。１番については、特にご意見はござ

いませんでしたが。 

 

（弘本委員） 

「密集住宅市街地整備の推進」について、関係区長や所属長で構成するプロジェクト

チームを作って、区と連携して進めていかれるということですが、特にソフトを中心に

地域の意識を高めていくというようなあたりは、例えば、資料１で住まい情報センター

の住まいまちづくり学習の話が出てきてますけれども、例えば、住まい情報センターで

も課題を抱えている地域の学校を中心とした住まいにおける防災教育といいますか、そ

ういうところに生かしていくような連携をしていけるといいのではないかと思います。

とりわけ学校を通した地域への情報の発信というのも重要かと思いますので、今後は考

えていってもらえるといいなと思います。 

 

（髙田会長） 

はい、ご意見ですが、何かこれに関連して・・・。 

 

（酒井都市整備局理事） 

はい。このプロジェクトチームの議論の中でですね、関係する８つの区長さんに入っ
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ていただいて、関係局とも議論をしてきておりまして、区長さんの方からもですね、特

に昼間に災害が起きた時に住宅地なんかでは大人はほとんど働きに行ったりしてますの

で、中学生の働きが非常に大事ということで、東日本大震災でも釜石で中学生が小学生

を助けたなんていうことがありましたが、中学生が現場で一番力を発揮できるというこ

とから、子供たちに防災の大事さを教えていく。これまではどちらかというと公助とい

うか、消防が来てくれるとか、公に頼りがちでしたけれども、なかなかそれだけでは同

時多発の時には対応しきれないということもありますので、特に初動期には自助・共助

といったことが大事になるということで、そういったソフト面でまずすぐにできること

といったところで、学校での取り組みが大事ということで、そういった議論もしてきて

おりまして、いくつかの区ではすでに取り組んでいるところもあります。そういったい

い部分は他の区でも真似てもらうというか、それを横展開していって自助・共助で防災

力の強い地域をつくることが大事だと考えております。 

 

（髙田会長） 

はい、関連するご意見やご質問はございますでしょうか。よろしいですか。 

１番は密集市街地の整備ということになるわけですが、この地域っていうのは、結局

は老朽化した低家賃の賃貸住宅が存在している地域であって、本来の根本的な住宅政策

がどの程度そこでうまく働いているかによって、この整備の状況が変わってくると思い

ます。逆にいうと、うまく進まないところは、低所得者に対する住宅施策の方にむしろ

課題があるという側面があると思います。そういう議論とセットでこの施策の体系を考

えるという視点がもう少しあってもいいかなというふうに思います。それも含めてご検

討いただければと思います。 

それでは、資料２に関して他に特にご質問・ご意見はございませんか。ないようでし

たら、資料の３の方に移りたいと思います。マンションの問題、ご説明をお願いします。 

 

資料３について 

（中野都市整備局住宅政策課長） 

それでは、資料の３「分譲マンションの適切な維持管理や円滑な建替えに関する施策」

について、ご説明をさせていただきます。 

資料は表紙を除いて３枚ございまして、右下にページ番号を記載しておりますが、主

にご議論いただきたい内容は１ページと２ページでございまして、３ページは参考とし

て市内の分譲マンションの現状をお示ししたデータでございます。資料の説明が前後し

て恐縮ですが、先に 3ページのデータの方からご説明させていただきます。 

資料の左上にございます「①民間分譲マンションの新規供給戸数について」でござい

ますが、このグラフは都心６区と周辺区における平成元年からの新規供給戸数を表して

おります。民間分譲マンションの供給戸数は、いわゆるバブル期の地価高騰により大き

く落ち込みましたが、平成４年以降は回復傾向が続き、その後、平成２０年頃にリーマ

ンショック等の影響などから、一度落ち込みましたものの、ここ数年は回復傾向にござ

いまして、昨年は約８,６００戸の分譲マンションが供給されております。その右側の円
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グラフは、平成元年以前のものも含めた民間分譲マンションの供給累計戸数の都心６区

と周辺区にそれぞれ占める割合を示しておりまして、都心６区が３７．４％、周辺区が

６２．６％となっております。 

次に、資料の右上にございます「②分譲マンションの建築時期別戸数」ですが、まず、

表の合計欄にございますとおり、市内には約２９万戸の分譲マンションがございます。

これは市内の総住宅数１５３万戸の約２割に相当し、本市の主要な居住形式の一つとな

っております。右の円グラフは、築年数を１０年ごとに区切った場合の戸数割合を示し

たものでございまして、築３０年以上の割合が最も多く３２．１％となっております。

築２０年から２９年のマンションを合わせますと４９．７％となりますので、今から１

０年後には、現在ある分譲マンションの約半数が築３０年以上になるものと見込んでお

ります。 

次に資料の左下にございます「③管理組合当たりの戸数規模」ございますが、まず、

グラフの上に記載していますとおり、大阪市内の管理組合数は約３，７００件でござい

まして、管理組合当たりの戸数規模につきましては、大体２０から６０戸程度の規模の

管理組合が多くなっております。その中でも３１～４０戸の戸数規模の管理組合が最も

多くなっております。 

次に「④民間分譲マンション価格と年収倍率の推移」でございすが、大阪市内の標準

的分譲価格、これは、平均価格を７５㎡に換算したものでございますが、近年は、４千

万円程度で推移しており、年収倍率は６倍程度となっております。右側の「⑤民間分譲

マンションの平均戸当たり専有面積の推移」ですが、戸当たり専有面積につきましては、

平成１４年をピークに、その後、減少傾向が続いており、直近では、戸当たり専有面積

は６２．１㎡となっております。 

以上が、簡単ではございますが、本市における分譲マンションの状況でございます。 

続きまして、1 ページに戻っていただきまして、本市の分譲マンションに関する施策

についてご説明させていただきます。この資料は、管理組合が行います「日常管理」、「大

規模修繕・長期修繕計画」、「建替え」を横軸といたしまして、それに対する本市施策の

「普及啓発」、「相談」、「補助金」、それから他都市の施策、課題認識を、縦軸として整理・

分類したものでございます。 

まず、「普及啓発」の欄をご覧ください。「大阪市マンション管理支援機構と連携した

取り組み」といたしましては、本市では、公共団体、専門家団体、民間事業者団体が連

携して、「大阪市マンション管理支援機構」を平成１２年に設立し、管理組合に対する情

報提供や普及啓発を行いますとともに、住まい情報センターにおける、マンション管理

に関する相談対応への支援を行っております。現時点で、市内の全管理組合の約３分の

１にあたります、１,１８４件の管理組合にご登録いただいているところでございます。

具体的な取組みといたしましては、管理組合の運営や長期修繕計画に関するセミナーの

開催や、機関紙「らいふあっぷ」の発行、管理組合交流会や大規模修繕工事見学会、「マ

ンション管理フェスタ」の開催、建替えガイドブックの発行など、マンション管理に関

する様々な普及啓発の取り組みを行っており、平成２４年度に開催したセミナーには合

計６９７人の方々にご参加いただいたところでございます。 
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続きまして、「相談」の欄をご覧ください。「住まい情報センターにおける相談対応」

につきましては、住まい情報センターにおきまして、分譲マンションの管理や修繕、建

替えに関する相談を実施しておりまして、その実績を表にお示ししております。 

次に、右側にあります「専門家の派遣」でございますが、マンションの建替えや計画

的な修繕、省エネルギー改修についてのアドバイスを行いますため、管理組合の勉強会

などの講師役として、建築士などの専門家を現地に派遣する「分譲マンションアドバイ

ザー派遣制度」を実施しており、これまで、４６件の管理組合に派遣しております。 

続きまして、「補助金」の欄でございますが、まず「耐震化に関する支援」についてで

ございますが、「マンション耐震化緊急支援事業」として、民間マンションの所有者に対

して、耐震診断・耐震改修設計及び耐震改修工事に要する費用の一部を補助しておりま

す。これまでの分譲マンションへの補助実績といたしましては、耐震診断費の補助を１

２件実施しております。また、分譲マンションの耐震改修を促進するため、今年度から

「分譲マンション耐震改修検討費助成」として、耐震改修に向けた管理組合の合意形成

にかかる費用の一部を補助する制度を開始しております。次に、右側にございます「建

替えに関する支援」についてですが、「分譲マンション建替検討費助成」としまして、建

替え検討の初期段階における調査費用について補助を行っております。これまでに、４

件のご利用がございまして、そのうち、２件は建替え済み、１件は建替え工事中となっ

ております。 

以上が、本市において、実施しております分譲マンションに関する施策でございます

が、参考としまして、他都市の施策事例についてもご紹介させていただきます。下の「他

都市施策」の欄をご覧ください。 

まず、日常管理に関する施策として、東京都足立区や新宿区、横浜市などで、管理組

合の設立、運営、管理規約などの管理に関するアドバイザーの派遣を実施しております。

京都市では、概ね建築後３０年を経過した高経年マンション実態調査の結果、「管理規約

が無い」、「総会又は理事会が開かれていない」、「修繕積立金を徴収していない」などと

いった課題があるマンションに専門家を派遣する制度を実施しております。東京都豊島

区では、管理規約や長期修繕計画の作成義務、管理組合の理事長名や管理状況について

の届け出義務などを規定した条例を制定されています。次に、大規模修繕・長期修繕計

画に関する施策といたしまして、東京都台東区や墨田区などにおきまして、計画修繕に

必要となる建物調査等にかかる費用の一部を助成されております。また、建替えに関す

る施策としまして、川崎市や東京都などでは建替えにかかる建設費の一部を補助されて

おります。以上が、他都市の施策事例でございます。なお、資料には記載しておりませ

んが、住宅金融支援機構におかれましても、各種の支援策を実施されております。 

次に、他都市施策の欄の下の「課題認識」をご説明させていただきます前に、前後し

て恐縮ですが、１枚めくっていただきまして、２ページをご覧ください。こちらは本市

が昨年度に実施いたしました高経年分譲マンションの管理に関する実態調査でございま

して、こちらを先にご説明させていただきます。 

右側、調査概要の背景のところに記載しておりますとおり、大阪市内の分譲マンショ

ンは、昭和３０年代ごろから建設され始め、先ほどもご説明させていただきましたが、
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住戸数で約２９万戸となっておりまして、今後、老朽化が進み、建替えや修繕等が必要

となる、いわゆる高経年マンションが急増するものと見込んでおります。分譲マンショ

ンは適切に維持・管理されず、老朽化に対応した改修が行わなければ、外壁の落下など、

周辺環境にも大きな影響を及ぼすことになります。こうしたことから、本市では、昨年

度、築３０年以上を経過した分譲マンションを対象に、実態調査を行ったところでござ

います。 

まず、調査対象といたしましては、市内の築３５年以上の分譲マンション全てと、築

３０年から３５年未満の分譲マンションのうち、平成１６年度に本市が実施いたしまし

た調査において管理組合の有無が確認できていない分譲マンションを対象としています。

調査方法としましては、調査員がマンションを訪問し、管理状況について管理組合の理

事長等から直接聞き取りを行うアンケート調査と、外観や共用部分などの管理状況を可

能な範囲で目視により確認する調査を行いました。アンケート調査については、調査対

象３３８件のうち、３０９件から回答をいただいております。資料右側の「調査結果」

のところに概要を記載しておりますが、主なものにつきまして円グラフを記載している

ものもございますので、併せてご参照ください。 

まず、「管理組合活動、管理規約の状況」としまして、管理組合の有無や、通常総会の

開催、管理規約の有無につきましては、ほとんどのマンションが「ある」と回答してお

られますが、それぞれについて５％前後のマンションが「なし」と回答しています。 

また「管理会社への業務委託の状況」としまして、日常管理の全部を管理会社に委託

している管理組合が５６.５％で最も多く、次いで管理会社に委託せずに自らが管理をし

ている管理組合が３２.５％となっております。なお、資料に記載しておりませんが、日

常管理の一部を委託し、一部を自主管理している管理組合が１１％となっております。 

次に「管理費、修繕積立金の徴収等の状況」としましては、管理費につきましては、

ほとんど全てのマンションで徴収されており、徴収額は「７,５００円から１０,０００

円以下」が最も多くなっております。また、修繕積立金につきましても、ほとんど全て

のマンションで徴収されており、徴収額は「７,５００円から同じく１０,０００円以下」

が最も多くなっております。 

「大規模修繕工事等の状況」としまして、これまでに大規模修繕工事を実施したマン

ションは９８.４％となっており、その回数については、２回が３６％で最も多く、次い

で３回が２８％で多くなっております。また、長期修繕計画を作成しているマンション

は、７５.３％で、全体の４分の１のマンションにおいて長期修繕計画が作成されており

ません。「建替えの検討状況」としまして、建替え事業を検討したことがあるマンション

は、約１４.８％に止まっています。 

「日常管理の問題の状況」としまして、日常管理の問題があるとしているマンション

は５８.３％であり、その内訳は「管理組合の理事のなり手がいない」が２４％で最も多

く、次いで「入居者のマナーが悪い」が２２.６％、その他には「建物・施設が老朽化し

生活に支障がある」、「管理費や修繕積立金が集まらない、滞納者が多い」、「空き家が増

えてきた」がそれぞれ１０％を超えております。「外観等の状況」としまして、調査員に

よる外観目視の結果、著しい劣化や汚損の状況が確認されなかったマンションが９９.
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４％となっており、外観等につきましては比較的良好に管理されている状況が伺えます。 

以上の調査結果を受けまして、私どもといたしましては、「管理組合活動が確認できて

いない、管理規約が無いマンションがそれぞれ５％程度存在する」こと、それから「長

期修繕計画が未作成であるマンションが約４分の１存在する」こと、それから「建替え

を検討したことのあるマンションが１４.８％に止まっている」ことの３点について、特

に課題として認識しているところでございます。 

恐縮ですが、１ページにまた戻っていただきまして、一番下の欄をご覧ください。こ

れまでご説明をさせていただきました、本市や他都市の施策、昨年度に実施いたしまし

て、只今説明をさせていただきました調査結果を踏まえた課題認識について記載してお

ります。 

まず、日常管理に関する課題の認識といたしましては、昨年度調査から、管理組合活

動が確認できないマンションあるいは管理規約が無いマンションが５％程度存在してい

ることが判りましたが、管理組合活動や管理規約につきましては、日常管理をはじめ、

修繕工事や建替え検討などを実施する上で、必要不可欠なものであり、定期的に区分所

有者集会を開催すること、また、日常管理に不可欠な管理規約を作成することなど、管

理組合活動の適正化を促進する必要があるものと考えております。 

次に、大規模修繕、長期修繕計画に関する課題認識としましては、長期修繕計画を作

成していない高経年マンションが約４分の１も存在すること、また、先程はご説明させ

て頂きませんでしたが、長期修繕計画を作成されていても、その後、適切な見直しがな

されておらず、修繕積立金が十分でないマンションもございますので、このようなマン

ションでは修繕積立金の不足により、必要な時期に必要な修繕工事が実施できずに、外

壁等の落下や空き家の増加など、様々な管理不全を引き起こし、周辺にまで悪影響を及

ぼす事態が危惧されます。さらにこうした事態が多数発生すれば深刻な社会問題となる

恐れもございます。このため、管理組合が、長期修繕計画を新たに作成する、あるいは

適切な見直しを行う、さらには、それに見合う資金計画を作成するなどといった取組み

を支援・促進する必要があるものと考えております。 

次に、建替えに関する課題認識でございますが、築５０年を超えるマンションをはじ

め、防災面や住環境面で様々な課題を抱えた高経年マンションが今後ますます増加して

いきますが、このようなマンションの建替えにつきましては、マンション毎に、資金の

問題や敷地の問題、高齢化の問題など、様々な課題があり、ほとんど進んでおりません。

今後、円滑な建替えを促進していく必要があると考えておりますが、先ほども説明させ

ていただきましたが、建替えを検討したことがある高経年マンションは１４.８％に止ま

っております。このため、まずは、その分譲マンションが様々な課題を踏まえたうえで、

建替えるべきなのか、あるいは大規模な修繕で対応すべきなのかといったことについて、

しっかりと管理組合において検討していただくことが重要と考えておりまして、そうし

た検討を促進していく必要であると考えているところでございます。 

以上が、分譲マンションの適切な維持管理や円滑な建替えに関する課題認識でござい

まして、今後の施策展開に向けたご意見などを頂戴できればと考えておりますのでよろ

しくお願いします。 
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以上で、資料３の説明を終わらせていただきます。 

 

（髙田会長） 

はい、どうもありがとうございました。それでは、マンションの維持管理や円滑な建

替えに関する施策について、ご質問やご意見をお願いしたいと思います。いかがでしょ

うか。 

はい、どうぞ。 

 

（大竹会長代理） 

問題をたぶん二つに分けた方が、三つぐらいに分けた方がいいと思います。維持管理

ができていないマンションは資産価値が下がるわけですよね。だから、資産価値を維持

したいという人たちばかりだったら、そういうことはしないはずですよね。それができ

ない原因というのは何か、というのが一つあると思います。一つは資産価値が下がって

いるのかどうか分かっていないという人達がいれば、維持管理がきちっとできていない

ということが外部に公表されると、資産価値が下がってしまうということをもう少しハ

ッキリ認識できるというふうに思います。例えば、管理組合が登録されているかどうか

とか、どの程度管理されているかどうかとかを法的に把握して、それを住宅の売買取引

の時に利用できるような形にしていくというふうにすれば、管理が不十分であるという

ことがオープンになって、それによって管理が悪いところは市場価値が下がっていくと

いうことで、居住者たちが直接改善する努力をすることにつながると思います。 

もう一つは、多くの居住者たちはきちっと管理したいと思っているけれども、非常に

面倒くさくて管理者にはなりたくないということで、集団的な意思決定としてうまくい

ってないというケースがある。ただ、そこは何らかのかたちで公的なサポート、補助を

すればいい。それはいくつかの他都市の例はそういうことをしているのだと思います。 

だから、問題を二つのレベルに分けることが大事で、資産価値が下がるんであれば、

当然本人たちが自発的に何か改善をするだろうと。それが第一の問題で、それに対する

対応が二つある。 

  もう一つはですね、ご説明の中に何箇所かありましたけれども、老朽化したマンショ

ンが住んでいない外部の人達に迷惑をかけることがある。それで外壁が落ちてくること

がある。そこについてはですね、やはり罰則をかけていくしかないと思います。本人た

ちはボロボロになっても別にかまわないと思っている場合でも、他人に迷惑をかけるの

はやはり問題で、そこについては、私はそういう権限があるのかわかりませんが、何ら

かの罰則、あるいは課税を強化するとか、いろんな政策手段を使って、他人に迷惑をか

けている部分っていうのは、住んでいる人たちにより大きな負担を負ってもらうという

かたちの政策をしていくということが必要になってくる。 

  だから、今説明を聞いていて、二種類の問題点というのが識別されてなかったと思い

ますので、識別して政策対応することが必要ではないかと思います。 
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（髙田会長） 

はい、どうもありがとうございます。今のはどちらかというと、枠組みの問題として

のご指摘なので、質問というわけではないと思いますが、今のようなことを認識して、

ご意見やご質問をお願いしたいと思います。いかがでしょうか。 

大竹先生のコメントの最初の方にあった、管理の状況が、要するに不動産市場に反映

されているのかどうかということですが、何かコメントいただける方おられましたら。

吉岡委員とか吉村委員とかどうでしょう。特にございませんか。 

他に管理組合の立場から何か。 

あとは、共同的な管理に対する困難性をどう支援するか、これも非常に重要なご指摘

をいただきました。それから、最後に言われた社会的なマイナスの影響の部分について

ももし何かお考えのことがありましたらお願いします。 

 

（原委員） 

私自身が大阪市在住で、地域の住民であり、築 25 年の老朽化したマンションに暮らし

ているんですけれども、まず、老朽化するということで、住民もだんだん高齢化してき

ていまして、私はその地域でケアマネージャーもしておりまして、自分のマンションに

住む高齢者の方のケアも携わっているんですが、一階部分が階段のために毎朝毎夕デイ

サービスに行くときに、車椅子を降ろすっていう支援をヘルパーさんに行ってもらって

しているのですが、大変な重労働なんです。車椅子は 10 キロ、ご本人は 50 キロぐらい

は体重がおありで、なるべくご自分の力で階段を上がってもらおうとリハビリも励んで

一生懸命上がってるんですが、まだ一人二人ですが、どんどんそういう方が増えるとな

ると、この階段を何とかしないといけないというので、管理組合として大阪市にも区役

所にも問合せをしたんですが、そういう補助は一切ありませんということで、返事が冷

たく返ってきました。   

それで私もマンションの住民としてもケアマネージャーをしてるじゃないかというこ

とで調べて欲しいということで、調べましたら、他府県ではそういう補助が、マンショ

ンに対してあるのに、大阪市は無いということがわかりまして、とても残念だなという

か、今は管理組合と話し合いをしつつですね、1 千万近くかかりそうな工事費をどう捻

出するかとか、エレベーターにするのかスロープにするのか、駐車場を潰してスロープ

にするのかなというふうに、高齢化になってくると、20 年前には考えもつかなかった問

題がいろいろと起こるなあという実感をもっているので、そういうときにボトムアップ

で市としては現場がどんなことに困っていてどのいう声があるのかということを真摯に

聞いてもらいたいなあとその時に感じたんですが、冷たくありませんと終わる大阪市、

区役所にちょっと不満を感じました。 

 

（髙田会長） 

どうもありがとうございました。まず、事実関係を知りたいんですが、集合住宅のバ

リアフリー改修に対しての補助制度は全くないのでしょうか。 
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（中野都市整備局住宅政策課長） 

資料 1の 5ページをご覧いただけますでしょうか。左側に 22 年度答申の記述もござい

ますが、まさしく今原委員の方からお話がありました、マンション共用部分のバリアフ

リー化に対する支援ということが提言でもございます。現在の取組み状況のところにも

ございますが、都市整備局の方では実施しておりませんが、福祉局の方で、介護保険制

度を活用した住宅改修ということで、介護保険を活用し段差改修や手すりの設置などの

住宅改修を支援する補助制度、それからもう一つ介護保険とは別でですね、高齢者住宅

改修費助成制度というものがございまして、介護保険の支給対象でない部分も住宅改修

をしておりますので、こういった制度を活用していただくことで、マンションの共用部

分の改修についても活用できるというふうに聞いております。 

それからもう一つ、住宅金融支援機構の方で、直接の補助金ではございませんが、共

用部分のリフォームに対して融資制度があるというふうにお聞きしております。 

その２点を我々相談受けた際には、ご紹介をさせていただいて、それぞれの部署でご

確認くださいとご連絡をしているところでございます。 

 

（髙田会長） 

原委員が相談されたところが、どうも今のようなところを・・ 

 

（原委員） 

福祉局の介護保険課に相談したのですが、介護保険では、個々に 20 万円の住宅改修費

は出しますが、それを使うなら問題ありませんと言いますが、マンションでは集合住宅

で 20 万円程度の住宅改修費が何の役にも立ちませんし、個人の玄関先までのバリアフリ

ーならその方も納得するけど、全員が共有する部分で自分の住宅改修費を使うことには

ちょっと疑問を感じるかなと思うんですが。10 人 20 人の方がお金、住宅改修費を出し

合うのか。そういう制度があるということを教えてもらえなかっていう、今仰っている

ような介護保険支給対象にならない住宅改修費があるということを教えていただけなか

ったんですが、本当にあるんだったら今すぐでも、区に戻って言いに行きたいなと思い

ます。 

 

（髙田会長） 

あの、今の、たぶんね、バリアフリー改修と言っても人に対する施策、福祉施策とし

て行われる理屈とですね、インフラとしてのバリアフリーとして推進する施策というの

は少し理屈が違っているんだろうと思う。だから、住宅施策としては、特にそういうも

のは無いわけですね、今。福祉施策のほうに依存しているということですが、そこに何

らかのインフラとしての共用部分の改修についてのもう少し一般化したような施策とい

うのが無いと、今の原委員のニーズには応えることができないんじゃないかなというふ

うには思いますけれども。しかし、今の対応は明らかに誤りというか、十分な知識を持

っておられない方が対応されたということはそういうことになるんでしょうね。 
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（中野都市整備局住宅政策課長） 

事実確認をします。申し訳ございません。 

 

（髙田会長） 

状況は分かりましたけれども、原委員の言われているご意見というのは、もう少し検

討の余地があると思います。他にいかがでしょうか。 

はい、どうぞ。 

 

（弘本委員） 

今仰った居住者の高齢化の問題というのは、最も大きな問題になってくるのではない

かなというふうに思っていまして、先ほど「密集住宅市街地の整備の推進」のところで

も髙田会長が最後に仰っていましたけれども、やはりそこに住んでいて高齢化というの

は全く判断能力がなくなってきて、管理組合があり理事会があったとしても、そこで議

論が成り立たなくなっていくというようなことが、将来的には特に小規模な高経年マン

ションの場合は起きてくるというようなことが、他都市でも既に発生している例もある

と思うんですけれども、そういうようなことがあるという中で、その判断能力が無くな

ってきた状態の方を次にどういう居住ステップに導いて行くのかというようなことも含

めて考えていかなければ、建替問題とか改修問題というのはなかなか進んで行かないと

いう同じような問題を抱えているのかなと。木賃アパートなどが持っている問題と、建

替えの問題と、分譲マンションでも突き詰めて高齢化が進んで行った場合には似たよう

な問題に直面してしまうということは考えておかないといけないのかなと思いますし、

その場合にひと固まりに 35 年以上の分譲マンションというふうに問題を整理するので

はなくて、規模の問題であるとか、そこに住んでいらっしゃる方の高齢化の実態である

とか、というようなところを詳しく把握したうえで対策を練っていくということが必要

であるのかなというふうに思いますので、区役所とかの地域との関係や福祉との関係も

も密にとっていかなければならないのかなと感じております。 

 

（髙田会長） 

どうもありがとうございます。ご意見ということでよろしいですか。 

他にいかがでしょうか。はいどうぞ。 

 

（原委員） 

もう一つ、深刻に悩んでいるケースがありまして、ケアマネージャーとして。マンシ

ョンの問題じゃなくて申し訳ないんですが、老朽化した市営住宅で、私は西淀川区なん

ですが、区でもかなり交通機関が悪いところなんですけれども、100 世帯以上が住んで

らっしゃって非常に高齢化しているんですが、そこに回っていた赤いバス、大阪市が 100

円、高齢者には無料で回っていたバスが廃止になりまして、そこの住宅の前を走らなく

なったために、たくさんの介護を受けなければいけない高齢者の方が、交通機関を失っ

て駅まで 1 キロ程あるので、非常に困っているので、区役所にも申し上げているんです



30 

 

けれども、改善が見られないんです。交通ということも高齢化になってくると、非常に

深刻な重要な問題だなと思っているので、そのことも解決してもらえればと思っており

ます。高齢者にとって足が無いというのは非常に辛い、病院行くにしても生活の買い物

をするにしても、非常に毎日のことなのに辛い思いをされていて、全部タクシーで行っ

ていますが、タクシー代で年金がつぶれるとか仰っております。 

 

（髙田会長） 

ありがとうございます。他に。 

はい、どうぞ。 

 

（水田委員） 

私はインテリア関係の仕事をしていまして、リフォームなどもするんですけれども、

最近築年数の高い 30 年とかのマンションをリノベーションして、新しい若い方が住まれ

るというようなことが多くなってきているんですけれども、老朽化したマンションとい

うのは、周りの現状の住人の方が高齢化というのがあると思うんですね。資産価値のお

話もありましたけれども、資産価値が下がっているとかそういう問題ではないような感

じもしたりして、そこに若い方が入ってこられて、私たちの仕事の仲間とかで話をする

ことあるんですけど、共用部分の管理がちゃんとできていないところに、自分の住戸だ

けきれいにして住んでも、たぶん配管が痛んだり外壁がというようなことは、どういう

ふうに考えてみなさんどういうふうにされているのかなという話になるんです。 

そういうふうに建物は残ってても中の方が入れ変わっていくというようなことが、全

体として今こんなに注目はされていても数は大きくはないのかもしれないですけれども、

一つの住戸を活かすという点では重要なことになってくると思うんですが、そこの切り

口を考えていったら、新しい考え方があるんじゃないのかなというふうに思いました。 

 

（髙田会長） 

ありがとうございます。大阪市の施策との関係でいうとたぶんストックの情報をどの

ようにして出すかということなんだと思いますけど、先ほどの登録制度だとか、あるい

は建築基準法上は 12 条報告というのがあるんですが、その記載はないんですね。たぶん、

大阪市の現状で言うと、そんなに機能していないのではないかというふうに思いますが、

マンションについてそんなことはないですか。建築審査会でそういう議論がされている

のかどうかよくわかりませんけれども。 

 

（國松都市整備局企画部長） 

建築指導行政になりますのでデータがないのですけれども、分譲マンションは３年に

一回の定期報告を求めておりまして、いわゆる、修繕、手すりでありますとか階段の段

差のところの痛みでありますとか、外壁がどうであるということを調べて報告しなけれ

ばならないことになってます。それをどの程度やっているかが、今ちょっとデータがな

いのですけれども、真面目にやっているところは毎回出していただいているんですけれ
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ども、出されないところはなかなか出されなくて、それを追いかけることがまだできて

いないというのが現状でございます。 

 

（髙田会長） 

さっきも大竹先生がおっしゃたように罰則がございませんから、そのまま過ぎてしま

っているという・・・ 

 

（國松都市整備局企画部長） 

今データで約 6割が報告、マンションでされているということです。 

 

（髙田会長） 

はい、報告されたものを庁内で分析をして、あるいは個別の指導をされているとかで

すね、そういうことにどの程度なっているのかということだと思います。 

他にいかがでしょうか、どうぞ。 

 

（橋爪委員） 

この件はマンションの適正な維持管理と円滑な建替えを支援するという枠組みですが、

いろんな話伺ってるとですね、セーフティネッットのところまで入り込むこともあるの

で、高経年のマンションが今回議題にもなっているのかと思います。 

神戸市のですね、実態調査とか見ていますと、管理機能不全マンションとか管理放棄

型マンションというふうに、いくつかかなり厳しい概念を提示して、だからこそ、管理

組合としてきっちりサポートして行くんだという行政の役割を提案しているのが見るこ

とができます。今日の資料でもですね、京都市が要支援マンションというふうな言葉も

見えてますので、おそらく従来の全ての分譲マンションと同じようなサポートではなく

てですね、この種のマンションに関して特別に施策が必要だという方向で議論、今後詰

めて頂ければと思います。 

 

（髙田会長） 

どうもありがとうございました。他にご意見ご質問ございませんか。 

 

（大竹会長代理） 

大阪市としての態度はどうなのか聞きたいんですけれども。他の東京都、京都市等の

事例があって、管理組合の届け出義務、あるいは支援というのをやっているという事例

がある中で、大阪市としてこの方向で行くのか行かないのかということについて、現段

階でのご意見をいただければと思います。 

 

（中野都市整備局住宅政策課長） 

神戸市の事例、それから私どもからご紹介させていただきました京都市の事例にもご

ざいますように、京都市の表現を使いますと、要支援マンションと称するマンションが
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今後ますます増えていくものと思います。マンション管理支援機構を創りましたのが平

成 12 年ということで、もう既に 10 年以上経っているわけですけれども、その時からも

う既にこういった事態というのはある程度予測されていたんですけれども、なかなか取

組みの方が追い付いていない現状があります。ですので、これまでは、例示として私ど

もの施策をご紹介させていただいておりますが、特に誘導型の施策が中心になってきた

かと思いますが、例えばここでご紹介させていただいております、豊島区の義務化を規

定した条例の制定であったりだとか、もう少し取組みを強化していってですね、そうい

った要支援的なマンションに対して対応を考えていかなければいけないのかなと思って

いるところでございます。 

 

（國松都市整備局企画部長） 

ただ、大阪市の場合ですね、先ほどありましたように特定建築物を義務化するという

のがこれから始めていくわけですけれども、その場合でさえ、自分の財産であるものの

報告義務を課されてさえ、どの程度出てくるかなということ、法律で位置付けされて義

務化されてますけれども、本当に出てくるかなというのを非常に危惧してまして、やは

り行政が一定法律ができたからきちんと出してくださいねということを言いに行かない

と出してもらえないような地域性もあるのかなというふうに、耐震ですら思っておりま

す。 

そういう状況の中で、分譲マンションで本来自律的にやって自分の資産を高めないと

いけないところに対して、届ける義務を課して、法で規制は作るけども、果たして実態

上、実行上どうかなということをかなり検証して、地域性も踏まえてやらないといけな

いのかなというふうには考えているところです。そういうことから、大阪市ではどちら

かというと緩やかな形で割とこれは全国に先駆けて、マンション管理支援機構、これは

弁護士会とか建築士会と一緒になりまして、ソフトな分野で誘導してそこに登録しても

らって、自分のところにもメリットがありますよと、またいろいろなアドバイスも受け

られますよと、だから登録をして頂いて情報を共有しましょうと、私の方もデータ頂い

て、私どもが蓄積したものについても還元していくという仕組みで、こういうやり方を

全国に先駆けてやってきました。熱心にはきちんとやっていただいています。ただ、全

体の管理組合の数を把握するのもなかなか難しいんですけれども、そのほぼ 3 分の 1 程

度で、最近増えていないという状況ですので、これをもう少し、なんかしないといけな

いなというふうに考えております。 

また、先ほども議論ありましたけれども、修繕がなかなか進まなくて修繕積立金がき

ちんとあるのかどうか、そのために建物の老朽化も進んで行くというのはいけないので、

そういうものに対して何らかの公的な誘導をする、そう誘導することに合わせて登録を

ふやしていけないかなと、そういうことが今現在考えている、私のほうの施策の状況で

ございます。 

公的な補助金まで出して、建替えをするとかリフォームしてもらうということまでい

くのかどうか、マンションの建替え関しましては助成制度をもってますけれど、それは

あんまり進んでいないですけれども、どこまでハードに対してお金を公が打つのかとい
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うことはまた議論があってですね、そこはちょっと今後考えていかないといけないかな

というふうに考えております。 

 

（髙田会長） 

はい、橋爪委員、どうぞ。 

 

（橋爪委員） 

神戸市の調査を見てますと、管理組合役員の高齢化等による限界への対応ということ

で、限界集落と同じようにですね、もはやこのままではマンションの住んでおられる方

だけではなくてですね、コミュニティから見ても問題があるというのはセーフティネッ

トのほうできっちりやるべきだと思います。 

もう一点は他都市だと、アスベストの対応とか施策で打っているとこがあるかと思い

ますが、大阪市はこの種のマンションのアスベスト等の調査補助とかいうのは実施され

ているんでしょうか。 

 

（髙田会長） 

後の方の話は質問ですので、もし分かれば。 

 

（事務局） 

建築指導部局の方でですね、分譲共同住宅でありますとか多数の市民が利用する民間

建築物など要件はあるんですけれども、そういった吹き付けアスベストなどにつきまし

て、分析調査でありますとか、あるいは工事費、そういうものにつきまして、一定、限

度額、補助率等はございますけれども実施しております。24 年度に引き続き実施してい

るという状況でございます。 

 

（髙田会長） 

はい、他にございませんか。 

 

（酒井都市整備局理事） 

すみません、先ほどの橋爪委員のご質問の前半の方なんですが、先ほど國松部長から

報告させていただいたようにこれまで誘導型で進めてきておりますが、冒頭で大竹委員

から整理いただいた資産価値が下がったら困るから、自分たちで何とかするという部分

に関しては不動産鑑定の仕組みがですね、そういった維持管理の良さが反映されていく

といったことが進んで行くことが大事だと思いますので、そういったことに繋がってい

くような普及啓発であるとかそういったことが、引き続き必要だと思っています。 

もうひとつ、3 つ目に指摘された外部に迷惑が掛かる部分については、経済学的に考

えたら確かに罰則を掛けたりとか、課税の強化とかっていうことが正論なんだろうと思

いますが、それが結局やれなくなってきているマンションっていうのが先ほどから橋爪

委員なり弘本委員がご指摘頂いているようなことに繋がるのではないかと考えておりま
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して、何をすべきか何ができるかというのはこれから議論しないといけないと思います

が、今ご指摘頂いたような視点でですね、全部のマンションを一律に扱うのではなくて、

やはり課題を絞ってですね、必要なものに対しては何が必要かということをきちんと議

論していく必要があるかと思いますので、また委員の先生方からももっとこういうふう

に考えたらどうかといったことでアドバイスを頂戴できたらと思いますので、よろしく

お願いいたします。 

 

（髙田会長） 

どうもありがとうございました。 

問題があるというマンションについては、先ほど國松部長から説明があったような支

援機構の組織から、むしろ取り残されてしまっているところだろうというふうに思いま

すので、何らかの別の施策がいるんだというふうに思います。 

市場との関係で言うと、例えば京都ではマンション管理評価機構というのがございま

して、管理の良いマンションをできるだけ不動産市場の中で評価されるような情報発信

しようというそういう取り組みもございますので、もう少し市場メカニズムをどう活用

して、管理のレベルを高めるかというような、そういうことについても、大竹委員の最

初の課題に対しては取り組みがあっても良いというふうに思います。 

それから今日の質問何回か指導行政との関係が出てきましたけれども、建築指導行政

と住宅政策もう少しリンクして考えていただいたらというふうに思いますので、それも

お願いしたいと思います。 

他に何かございますか。よろしいですか。時間の方がほぼきましたので、それではこ

の課題は別に今日で終わる必要はございませんので、引き続いてまたご検討いただいて

ですね、ぜひご意見を頂ければというふうに思います。それでは今日はとりあえず、施

策の報告とですね、フリーディスカッションというのでお願いをしましたので、一応こ

こで終わらせていただきたいと思います。どうもありがとうございました。進行の方を

事務局のほうにお返しいたします。よろしくお願いします。 

 

（國松都市整備局企画部長） 

会長、委員の皆様方、長時間にわたりまして、誠にありがとうございました。今日頂

いた意見を今後の住宅施策に活かしてまいりたいと考えております。今後ともよろしく

お願い致します。それでは、これをもちまして、本日の審議会を閉会させていただきま

す。どうもありがとうございました。 

 


